
 

                                                               平成２２年１０月２９日 

   各   位  

 

                                               大阪府東大阪市岩田町２丁目３番１号  

                                                 タ ツ タ 電 線 株 式 会 社 

                                                （代 表 者 名） 取締役社長 木村 政信 

（コ－ド番号） ５８０９ 

                                                （上場取引所） 東証・大証第１部  

                                                （ 問 合 せ 先 ） 

                                           常務取締役 総務部 経理・財務担当部長 松本 一郎 

                                                  Ｔ Ｅ Ｌ   (06)6721-3011(代表) 

 

 

子会社（タツタ商事株式会社）の吸収合併（簡易合併）に関するお知らせ 

 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、平成 23 年 4 月 1 日をもって、下記のとおり当社の 100％子会

社であるタツタ商事株式会社を吸収合併することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 なお、本合併は、100％子会社を対象とする吸収合併（簡易合併）であるため、開示事項・内容を一部

省略して開示しております。 

 

記 

 

１．合併の目的 

  タツタ商事株式会社は、昭和 31 年設立以来、主として中部地方における当社電線・ケーブルの販売

代理店としてその事業を展開してまいりました。 

当社は、中部地方における当社営業機能の強化とその効率化とを図る観点から、当社の 100％の連結

子会社であるタツタ商事株式会社を吸収合併することといたしました。 

 

２．本合併の要旨 

 （１）合併の日程 

    平成 22年 10月 29日  合併契約承認取締役会 

    平成 22年 10月 29日  合併契約締結 

    平成 23年 4月 1日（予定）  合併期日（効力発生日） 

    （注）本合併は、会社法第 796条第 3項に定める簡易合併および同法第 784条第 1項に定める略

式合併の規定に基づき、当社およびタツタ商事株式会社の株主総会の承認を得ずに行われ

ます。 

 （２）合併方式 

    当社を存続会社とする吸収合併方式で、タツタ商事株式会社は解散いたします。 

 （３）消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

    該当事項はありません。 

  

３．合併当事会社の概要（平成 22年 9月 30日現在） 

 

（１）商     号 タツタ電線株式会社 

（存続会社） 

タツタ商事株式会社 

（消滅会社） 

（２）事 業 内 容 電線・ケーブル（電力向、光・通

信向）、電子材料、光関連製品その

他の製造・販売 

電線・ケーブル等の販売代理店業 

（３）設 立 年 月 日 昭和 20年 9月 28日 昭和 31年 12月 13日 

（４）本 店 所 在 地 大阪府東大阪市岩田町2丁目3番1

号 

愛知県名古屋市中村区名駅5丁目5

番 22号 



（５）代  表  者 取締役社長  木村 政信 取締役社長  澤田 隆 

（６）資  本  金 6,676百万円 10百万円

（７）発行済株式総数 70,156千株 2,593株

（８）純  資  産 

（平成 22年 3月期） 

20,926百万円 29百万円

（９）総  資  産 

 （平成 22年 3月期） 

26,786百万円 36百万円

（10）決  算  期 3月 31日 3月 31日 

（11）大株主および持株比率 JXホールディングス㈱  32.4%

自己株式         9.0%

住友金属鉱山㈱       2.7%

日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱ 

（信託口）        2.5%

日本興亜損害保険㈱    2.2%

タツタ電線㈱       100％

注：上記(6)から(9)については、存続会社および消滅会社ともに単体の決算数値です。 

 

４．合併後の状況 

  本合併による当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金および決算期の変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

  本合併は、当社 100％出資の連結子会社との合併であるため、連結業績に与える影響は軽微です。 

 

以 上 


